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2022 年度進捗報告書（実⾏団体） 
● 提 出 ⽇ ： 2022 年 10 ⽉ 14 ⽇ 
● 事 業 名 ： 刑務所出所者等就労⽀援事業の狭間を埋める⽀援事業 
● 資⾦分配団体 ： ⽇本更⽣保護協会 
● 実 ⾏ 団 体 ： 特定⾮営利活動法⼈ 愛知県就労⽀援事業者機構 
   
① 実績値 
【資⾦⽀援】 

アウトプット 指標 ⽬標値 
達成 
時期 

現在の指標の達成状況 
進捗
状況
＊ 

１ 愛知県において、法定期間
経過後の刑務所出所者等が就職
⽀援を受ける状態になる。 

①就職⽀援を働きかけた⼈数 
②就職⽀援開始⼈数 
③⽀援終了⼈数 

①80（1 年⽬ 20、２年⽬ 30、
３年⽬ 30） 
②③25（１年⽬ 5，２年⽬
10、３年⽬ 10） 

2023 年
1 ⽉ 

① 18（2022.4〜9） 
② 6（同上） 
③ 3（同上） 
事業開始から累計：①73、 
② 14、③10 

３ 

2 愛知県において、刑務所出所
者等及び協⼒雇⽤主が就職イン
ターンシップを受ける状態にな
る。 

①就職インターンシップ参加の働き掛
けを⾏った刑務所出所者等の⼈数 
②就職インターンシップ協⼒依頼を⾏
った協⼒雇⽤主の数 
③就職インターンシップを受けた刑務
所出所者等の⼈数 
④就職インターンシップを実施した協

①95 
②75 
③54 
④45 
⑤81 
（①1 年⽬ 25，2 年⽬〜
35×2 年、②25×3 年、

2023 年
1 ⽉ 

① 23（2022.4〜9） 
② 17（同上） 
③ 7（同上） 
④ 7（同上） 
⑤ 8（同上） 
事業開始から累計： 
① 88、 

 
３ 
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⼒雇⽤主の数 
⑤就職インターンシップ実施延件数 

③18×3 年、④15×３年、
⑤27×3 年） 

② 65、 
③ 23、④22、⑤34 

3 愛知県において、地区協⼒雇
⽤主会が増加する状態になる。 

①協⼒雇⽤主会創設に向けた働き掛け
を⾏った協⼒雇⽤主の数 
②協⼒雇⽤主会創設についての同意を
得られた保護司会の数 
③地区協⼒雇⽤主会創設に当たっての
打合せ会議開催回数（⾮接触型会合を含
む） 
④地区協⼒雇⽤主会と連携して⾏う研
修・座談会・意⾒交換会等の開催回数 
⑤助⾔等（⾮接触型会合を含む）の⽀援
を受けた協⼒雇⽤主数 
⑥増設された地区協⼒雇⽤主会数 

①115 
②6 
③30 
④30 
⑤60 
⑥3 
（①35×3 年、②2×3 年、
③10×3 年、④１年⽬ 5、
２年⽬ 5×2、３年⽬ 5×3、
⑤20×3 年、⑥1×3 年） 

2023 年
1 ⽉ 

① 13（2022.4〜9） 
② 0（同上） 
③ 7（同上） 
④ 14（同上） 
⑤ 133（同上） 
⑥ 0（同上） 
事業開始から累計： 
① 84、 
② 1、 
③ 27、 
④ （2021 新設）30、 
⑤ 201、 
⑥ 1 

 
３ 

4 愛知県において、建設業以外
の協⼒雇⽤主が増加する状態に
なる。 

建設業以外の協⼒雇⽤主を増加するた
め、 
①働きかけを⾏った事業者数 
②募集のホームページを閲覧した事業
者数 
③セミナーの案内をした事業者数 
④セミナーに参加した事業者数 

①300（2021 年度 100、
2022 年度 200） 
②150（2021 年度 50、2022
年度 100） 
③200（2021 年度 100、
2022 年度 100） 
④100（2021 年度 50、2022
年度 50） 

2023 年
1 ⽉ 

① 20（2022.4〜9） 
② 調査中（おって確認） 
③ 8（2022.4〜9） 
④ 7（同上） 
事業開始から累計： 
① 121， 
② 2022.12 確認予定 
③ 8 
④ 7 

 
３ 

＊進捗状況：1 計画より進んでいる 、2 計画どおり進んでいる 、3 計画より遅れている、4 その他 
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② 事業進捗に関する報告 
1.事業計画に掲げた短期アウトカムの達成の⾒込み 

  3.課題がある 
2.アウトカムの状況 

A：変更項⽬ 
þ変更なし ☐短期アウトカムの内容 ☐短期アウトカムの表現  ☐短期アウトカムの指標 ☐アウトカムの⽬標値 

3. (任意）活動に関する報告 
（１）法定期間経過後の就職⽀援 
 保護観察期間中に限って国が⾏っている（当団体へ事業を委託）職場定着⽀援（以下「国事業」という。）を保護観察期間終了後は愛知県が引き継ぎ最⻑
６か⽉間、職場定着⽀援を⾏う（当団体へ事業を委託）事業（以下「県事業」という。）が、本事業を開始したことが契機となって 2021 年度から開始され
た。そこで、2021 年度からは、法定期間経過後の就職⽀援（以下「本事業」という。）の対象を、当初計画の保護観察期間を終了する者に加えて、既に保護
観察を終了して県事業に移⾏した後で離職した者にも拡⼤することと改め、こうした者にも本事業を受けることを働きかけた。本事業の実績は少ないもの
の、次の事例から、国及び地⽅⾃治体の⾏政による就労⽀援を⼗⼆分に活⽤しても、いずれも所定の⽀援期間があることから、その後も継続した⽀援を必
要とする者に対しては、本事業による「息の⻑い⽀援」が必要かつ効果的であることが改めて⽰唆された。 

会社員のＡ⽒（５０歳代の男性）は、⼼⾝ともに健康な状態で仮釈放され、希望する会社に就職し、約２か⽉の仮釈放（保護観察）期間中は国事業を、
その後は県事業を６か⽉実施した。県事業の残り２か⽉の時点で、それまでの精勤から、うつ状態となって事実上の休職扱いとなり、⾃宅で療養する⽣活
となって県事業で定められた６か⽉の⽀援期間を 2022.5に終えた。そこで、その翌⽇から本事業の法定期間経過後の就職⽀援を開始し、⽀援員は、本⼈の
体調を気遣いつつ、福祉サービスの受給を促した。その結果、本⼈は障害者⼿帳を取得し、医療を受けながら区役所と社会福祉協議会への相談を続け、２
か⽉⽬にはＢ型事業所への通所を始め、障害年⾦も受給し、同事業所へ２か⽉通所を続けた。今後も福祉サービスを受給して福祉的就労を続ける⾒通しが
付いたことから、法定期間経過後の就職⽀援は約３か⽉で終了した。 
（２）就職活動インターンシップ⽀援 
 実績こそ少数にとどまっているが、次の事例のように、本⼈に適した職場へ就職するために、既存の⾏政の枠組みでは適当な⽀援が困難であるときに⼤
いに役⽴ち、有益な事業であることが⽰された。 
 10 代⼥⼦。⾃ら望んで建築関係の仕事に従事していたが、男性中⼼の職場に嫌気がさして離職した。介護・福祉の職に就くことを希望したが経験がない
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ばかりか、どのような職場かも想像がつかないでいた。２か所の福祉施設と調整した上、ハローワーク及び保護観察所によって実施される職場体験講習を
勧めたが、本⼈は当該事業所への交通費にも事⽋く状態で、雇⽤主は当該職場体験講習を受け⼊れるに当たっての⼿続きの煩雑さから躊躇した。そのため、
本事業の就職活動インターンシップを双⽅に説明したところ、双⽅が快諾した。そこで、まず、特別養護⽼⼈ホームで職場⾒学・体験を実施したところ、
想像以上に体⼒を要して⾃分には到底無理な仕事だと理解した。数⽇後に、デイサービスを主に⾏っている福祉施設で職場⾒学・体験を実施したところ、
施設⻑の親切な対応も相まって、ここなら⾃分でもできそうだから、ここで働きたいと考えた。雇⽤主も、本⼈の⼈柄や適性が分かり採否の判断に⼤いに
役⽴ったとの感想を寄せた。直ちに内定となって、数⽇後から就労を開始した。経験もなく職場のイメージすら掴めない者であっても、仕事の内容を異に
する複数の福祉施設で職場⾒学・体験を実施することで、⾃分の適性に合った職場を⾒つけることができたと考えられた。 

 
 
1. シンボルマークの使⽤状況 

þ⾃団体のウェブサイトで表⽰している  þ広報制作物に表⽰している  
☐報告書に表⽰している ☐イベント実施時に表⽰している ☐その他 
→「その他」を選択した場合は記載してください（⾃由記述）： 

 
2. 広報 

1.メディア掲載（TV・ラジオ・新聞・雑誌・WEB等） 
 「保護観察等の期間終了後の就労⽀援」（「更⽣保護」（更⽣保護法⼈⽇本更⽣保護協会発⾏）2022 年 5⽉号）と題した論考を掲載。 

2.広報制作物等 
 

3.報告書等 
 

4.イベント開催等（シンポジウム、フォーラム等） 
 

 
 



5 
 

添付資料 

活動の写真（画像データは 1枚２MG以下、3〜4枚程度） 
 コロナ禍にあって、更⽣保護施設在所者に対し、当団体事務所から 
タブレットを活⽤して⽀援員が⾯談。 


